
参考資料 

（学校施設関係） 

〇近年の主な激甚災害の発生状況 

〇近年の主な激甚災害における学校の被害状況 

〇学校施設の被害状況（風水害・土砂災害） 

〇浸水想定区域・土砂災害警戒区域等について 

〇浸水想定区域・土砂災害警戒区域に立地する学校に関する調査 

〇学校施設の水害・土砂災害対策事例集（令和３年６月） 

〇台風等の風水害に対する学校施設の安全のために（令和２年３月） 

〇学校施設の水害対策の実施状況等に関するアンケート結果 

〇対策事例 

-架台の設置による受変電設備への浸水対策

-上階移設による受変電設備への浸水対策

-止水板による受変電設備への浸水対策

-止水板による屋内運動場への浸水対策

-高床化による校舎への浸水対策

（流域治水関係） 

〇流域治水推進計画 

〇特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和３年法律第 31号） 

〇水害ハザードと法令に基づき提供されている情報との関係 

〇洪水浸水想定区域図等の作成状況 

〇内水浸水想定区域図等の作成状況 

〇高潮浸水想定区域図等の作成状況 

〇日本全国における災害リスクエリアに居住する人口 

〇浸水想定地域に居住する世帯の状況（全国の推計） 

〇水災害リスクを踏まえた防災まちづくりのガイドライン【概要】 

〇水害リスクマップの活用 

〇水災害リスクマップを踏まえたまちづくり・住まいづくり 

〇現在の取組・今後の検討事項について 

（その他） 

〇学校施設等の防災・減災対策の推進に関する調査研究協力者会議設置要綱 

〇学校施設等の防災・減災対策の推進に関する調査研究協力者会議学校施設の

水害対策部会の設置について 
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学校施設の水害対策の実施状況等に関するアンケート結果

回答者：文教施設セミナー（令和4年2月）に参加した教育委員会職員
回答数：73

選択肢 回答数 ％

■ 水害対策を実施済 9 12.3%

■ 水害対策を検討中 11 15.1%

■
現在は、水害対策の検討開始に至っていないが、
今後、取り組む予定

33 45.2%

■
域内に浸水想定区域に立地している学校はあるが、
対策の実施も検討もしていない

13 17.8%

■
域内に浸水想定区域に立地している学校がないため、
検討の必要がない

7 9.6%

Ｑ１ 域内の学校施設の水害対策の実施状況は

12.3%

15.1%

45.2%

17.8%

9.6%
Ｑ２ 水害対策を実施済又は検討中である場合、

どのような施設による対策を検討しているか

選択肢 回答数 ％

水害対策を検討するにあたり
どのような情報が必要かわからない

13 17.8%

浸水深などのハザード情報の
把握の方法がわからない

3 4.1%

どこまで施設面での水害対策を
するべきかの目安がわからない

39 53.4%

施設面での水害対策の方法がわからない 15 20.5%

浸水深の程度が大きく、
取りうる施設面での対策が見いだせない

5 6.8%

浸水想定区域に立地している学校が多数あり、
優先順位のつけ方がわからない

4 5.5%

水害対策に充てる予算がない 24 32.9%

その他 5 6.8%

Ｑ３ 学校施設の水害対策を検討するにあたり課題と感じていることは
（複数回答可）

・電気設備（キュービクル等）のかさ上げ…4件
・体育館の上階への設置…2件
・施設のかさ上げ…1件
・浸水想定区域外への移転…1件

参考資料‐5



※ 本資料に掲載した対策費用等はあくまでも一例です。実際の対策費用等は、学
校の規模や構造、立地状況、物価状況等によって異なります。
また、学校施設の水害対策に活用できる支援制度については、「学校施設の水

害・土砂災害対策事例集（令和３年６月）」をご参照ください。
[URL] https://www.mext.go.jp/content/20210824-mxt_bousai-000015370.pdf

学校施設の水害対策事例

架台の設置による受変電設備への浸水対策①

架台の設置による受変電設備への浸水対策②

上階移設による受変電設備への浸水対策

止水板による受変電設備への浸水対策

止水板による屋内運動場への浸水対策

高床化による校舎への浸水対策

目 次
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架台の設置による受変電設備への浸水対策①

■過去の浸水被害、浸水想定等

・過去の浸水被害
床上1.5m程度

※想定浸水深（計画規模）
3.0～5.0m

架台の上に設置された受変電設備

対策内容

・浸水被害を受けた際に、受変電設備への
浸水により、復旧が遅れたことから、受
変電設備の浸水対策を検討
→当時の浸水深を踏まえて、高さ2.5m
の架台を設置

対策費用

・架台に要した費用
約690万円
※受変電設備の整備に要した費用は除く

■過去の浸水被害、浸水想定等

・過去の浸水被害
床上0.5～0.6m程度浸水

※想定浸水深（計画規模）
0.5～3.0m

架台の設置による受変電設備への浸水対策②

架台の上に設置された受変電設備

対策内容

・浸水被害を受けた際に、受変電設備への
浸水により、ポンプ等の設備が機能しな
かったことから、受変電設備の浸水対策
を検討
→当時の浸水深を踏まえて、高さ2.0m
の架台を設置

対策費用

・架台に要した費用
約1,200万円
※受変電設備の整備に要した費用は除く
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■過去の浸水被害、浸水想定等

・想定浸水深（想定最大規模）
0.5～3.0m

上階移設による受変電設備への浸水対策

対策内容

・耐震補強や大規模改修に合わせて浸水想
定区域に立地する学校施設の受変電設備
を校舎２階に移設
※冬季の積雪時のメンテナンスの容易さ
を考慮して、室外ではなく屋内の余裕
教室へ移設

・屋内に設置するに当たり、防音処理や空
調換気扇の整備、耐荷重の確認も合わせ
て実施

対策費用

・受変電設備に要した費用 約1,200万円
※屋内キュービクル、変圧器等の設備費
を含む

・防音処理に要した費用 約40万円
・空調換気扇に要した費用 約40万円

校舎内に設置された受変電設備

■過去の浸水被害、浸水想定等

・想定浸水深（計画規模）
0.5m未満

※想定浸水深（想定最大規模）
0.5m～3.0m

止水板による受変電設備への浸水対策

対策内容

・豪雨被害を受けた際に、電気室へ浸水の
恐れがあったことから、浸水対策を検討
→電気室の入口に高さ50cmの止水板を
２枚重ねる形で設置（常時設置）

対策費用

・止水板に要した費用
約130万円
※設置時の工事に要した費用等も含む

電気室の入口に設置された止水板
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対策内容

高床構造の校舎

・老朽化した学校施設の整備に当たり、浸
水想定区域外への移転や現地での改築に
ついて検討
→小学校区との位置関係、他の文教施設
との関係、地域住民の意向等により移
転ではなく、現地での改築を選択

・地盤の嵩上げも検討
→周辺の住宅地への流水による影響を考
慮し、地盤の嵩上げは行わず

⇒過去の浸水深等を踏まえ、建物全体の床
を2.6m高くしつつ、教職員、児童生徒
や地域住民の避難経路を確保

対策費用

・総工費 約17億円
・うち高床化に要した費用
約2.8億円（総工費の約２割程度）
※盛土による嵩上げの場合 約1.7億円

（参考）
校舎約8,400㎡のうち高床部分約7,500㎡

高床化による校舎への浸水対策

■過去の浸水被害、浸水想定等

・河川の中州に立地
・想定浸水深（想定最大規模）
0.5～3.0m

・過去の浸水被害
1.0m程度

止水板による屋内運動場への浸水対策

■過去の浸水被害、浸水想定等

・過去の浸水被害
体育館入口でひざ上程度の浸水

対策内容

・豪雨被害を受けた際に、屋内運動場へ浸
水の恐れがあったことから、浸水対策を
検討
→屋内運動場の出入口４箇所に高さ30cm
の止水板を設置

対策費用

・止水板設置に要した費用
約90万円（4箇所合計）
※設置時の工事に要した費用等も含む

屋内運動場の出入口に設置された止水板
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4

(2015) (2050) 

3,703 29.1% 3,108 30.5%

595 4.7% 374 3.7%

7,018 55.2% 6,003 58.9%

754 5.9% 597 5.9%

8,603 67.7% 7,187 70.5%

2015 2050

12,709 10,192

• 2015 8,603 2050 7,187
2.8%

• 2050 1,015 3.7%

9,915,511
19.1
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学校施設等の防災・減災対策の推進に関する調査研究協力者会議設置要綱 

令 和 ３ 年 １ １ 月 ２ ２ 日 

 文教施設企画・防災部長決定 

１ 趣旨 

近年の災害による被害状況や防災関係機関の検討状況を踏まえ，今後の学校施設等

の防災・減災対策を推進するために，調査研究を行う。 

２ 調査研究事項 

（１）学校施設等の防災・減災に資する推進方策について

（２）その他

３ 実施方法 

（１）別紙の学識経験者等の協力を得て，２に掲げる事項について調査研究を行う。

（２）本協力者会議に主査を置き，事務局が委嘱する。

（３）本協力者会議の下に，部会を置くことができる。

（４）必要に応じ，（１）の学識経験者等以外の関係者にも協力を求めることができる。 

４ 実施期間 

令和３年１２月１日から令和５年３月３１日までとする。 

５ その他 

（１）本協力者会議に関する庶務は，大臣官房文教施設企画・防災部参事官（施設防災担

当）付において処理する。 

（２）その他本協力者会議の運営に関する事項は，必要に応じ別途定める。
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（別紙） 

 

学校施設等の防災・減災対策の推進に関する調査研究協力者会議委員 

 

 

 氏   名              職   名 

木 内  望    国立研究開発法人建築研究所研究専門役 

清 田  隆    東京大学生産技術研究所准教授 

楠  浩 一   東京大学地震研究所教授 

佐 藤  健    東北大学災害科学国際研究所教授 

清 家  剛    東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 

中 埜 良 昭   東京大学生産技術研究所教授 

𠮷 門 直 子   土佐市立蓮池小学校校長 

 

（以上７名，五十音順，敬称略） 

 

 

 

学校施設等の防災・減災対策の推進に関する調査研究協力者会議特別協力者 

 

 

 氏   名              職   名 

齋 藤 福 栄   国立教育政策研究所文教施設研究センター長 

 

 （以上１名，敬称略） 
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学校施設等の防災・減災対策の推進に関する調査研究協力者会議 

学校施設の水害対策検討部会の設置について 

 

 

令和３年１２月９日 

学校施設等の防災・減災対策の推進に関する調査研究協力者会議決定 

 

学校施設の水害対策について，具体的・専門的な検討を行うため，「学校施設等の防災・

減災対策の推進に関する調査研究協力者会議」（以下「協力者会議」という。）に以下のと

おり，学校施設の水害対策検討部会（以下「部会」という。）を設置する。 

 

１．検討事項 

（１）学校施設の水害対策の取組の方向性や留意事項について 

（２）立地場所による水災害リスクを踏まえた対策の実施方法について 

（３）その他 

 

２．実施方法 

部会は，別紙の学識経験者等により構成する。なお，必要に応じ，他の学識経験者等

にも協力を求めることができる。 

 

３．実施期間 

令和３年１２月９日から令和５年３月３１日までとする。 

 

４．協力者会議への報告 

部会は，検討状況を適宜，協力者会議へ報告するものとする。 

 

５．その他 

部会に関する庶務は，大臣官房文教施設企画・防災部参事官（施設防災担当）付にお

いて処理する。 
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（別紙） 

 

学校施設等の防災・減災対策の推進に関する調査研究協力者会議 

学校施設の水害対策検討部会 

 

 

 氏   名              職   名 

木 内  望    国立研究開発法人建築研究所専門研究役 

小 山  毅    東京電機大学未来科学部准教授 

山 海 敏 弘   国土交通省国土技術政策総合研究所住宅研究部シニアフェロー 

瀧  健太郎   滋賀県立大学環境科学部環境政策・計画学科准教授 

田 村 和 夫   建築都市耐震研究所代表 

山 田 あすか   東京電機大学未来科学部教授 

 

（以上６名，五十音順，敬称略） 
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